
（注１） 準用通則法第44条第1項積立金の当期増加額は前中期目標期間の最終事業年度の未処分利益185¶731千円、当期減少額は国庫納付額135¶051千円、前中期目標期間繰越積立金への振替74¶039千円
となっております。

（注２） 前中期目標期間繰越積立金の当期減少額は中期計画で定めた積立金の使途に従い使用したものです。
F̂`２ 目的積立金の取崩しの明細 （単位：千円）

区 分 金 額 摘 要

前中期目標期間繰越積
立金取崩額

総合研究棟改修工事に係る移転及び建物新
営整備事業

25¶956 費用の発生

多 目 的 グ ラ ン ド 補 修 工 事 20¶853 費用の発生

計 46¶809

そ の 他 総合研究棟改修工事に係る移転及び建物新
営整備事業

1¶458 償却資産の取得

計 1¶458

~ 当事業年度は、目的積立金の取崩しに該当するものがないため、目的積立金の取崩しに代えて前中期目標期間繰越積立金の取崩しを表示しております。
Ĝ 業務費及び一般管理費の明細 （単位：千円）

教育経費

消耗品費 109¶585

備品費 16¶583

印刷製本費 9¶095

水道光熱費 98¶344

旅費交通費 23¶111

通信運搬費 9¶449

賃借料 9¶357

保守費 19¶013

修繕費 104¶126

広告宣伝費 156

行事費 7¶120

諸会費 1¶152

会議費 300

報酬・委託・手数料 47¶930

奨学費 131¶749

減価償却費 101¶868

貸倒損失 7¶823

徴収不能引当金繰入額 563

雑費 25¶523 722¶854

研究経費

消耗品費 257¶479

備品費 55¶105

印刷製本費 2¶510

水道光熱費 63¶920

旅費交通費 108¶771

通信運搬費 8¶306

賃借料 7¶502

保守費 18¶526

修繕費 61¶578

広告宣伝費 244

諸会費 14¶039

報酬・委託・手数料 70¶711

減価償却費 148¶935

雑費 919 818¶552

教育研究支援経費

消耗品費 65¶702

備品費 1¶046

印刷製本費 713

水道光熱費 12¶153

旅費交通費 2¶958

通信運搬費 3¶806

賃借料 246

保守費 20¶692

修繕費 3¶116

諸会費 300

報酬・委託・手数料 3¶401

減価償却費 97¶971

雑費 19 212¶128
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